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はじめに

インフラ長寿命化センターは、“人ぺ“もの"、“場所"、“お金"もないバーチャルなセ

ンターを有効活用し、外部資金等を獲得して、実質的な工学部センターとして機能させた

いという趣旨で設立が認められた。したがって、インフラ長寿命化センターの兼務教員に

は、科学研究費やその他の競争的外部資金の獲得に向けて応募するようにお願いしていて

いる。

以下に、本センター兼務教員の競争的外部資金の獲得状況について記載する。

6. 1 平成21年度科学研究費補助金採択分(インフラ長寿命化センター兼務教員)

表 6-1

種 目 期 間 研 究 課 題 名

光学的手法によるリアルタイム非接触振動計測法の開
基盤B H21-23 

発と非破壊検査への応用

北部アドリア海Yサ川河口域の高濃度残留水銀の動態
基盤B H2-23 

に及ぼす密度成層の影響について

電解質液面における局部放電からの電流分布および電
基盤C H20-22 

極降下に対する電解質の影響

基盤c H20-22 電磁波レーダの両性能化とコンクリート診断への適用

定量的・客観的さび外観評価による耐候性鋼橋梁のミク
基盤c H20-22 

ロ・マクロ劣化環境評価

危機管理型社会基盤Pアルタイムモニタリングシステ
基盤c H20-22 

ムの開発

疲労き裂発生から伝播までの寿命推定を草新的に向上
基盤c H20-22 

させるための材料特性に関する研究

光学的全視野計測法と粒子法による複合材料のき裂発

基盤c H21-22 
生・進展メカニズムの解明

無線ネットワーク情報伝達技術を活用した岩盤斜面ハ

萌芽 H21 
ザード監視技術の開発

6.2 H20-24年度科学技術振興調整費 (5000万円 x5年)

「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニット」

H22年度交付
研究代表者

金額(千円)

5.700 松田措

7，700 雪国彰秀

300 山下敬彦

700 田中俊幸

800 森田千尋

900 奥松俊博

600 勝田順

1，000 才本明秀

1， 100 蒋宇静

平成 20年度に採択された“道守"養成ユニットの実施運営にインフラ長寿命化センタ

ーの構成員が一丸となって尽力した。実施内容等についての詳細は第2章に記載している。

なお、平成 20年 5月から牧野高平氏が研究員として採用された。
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6.3平成 21年度国土交通省 建設技術研究開発助成制度 (H21 :12.220.000円)

政策課題解決型技術開発公募

(テーマ 2 社会資本の戦略的維持管理に関する技術開発)

平成 20年度の採択課題であったが、平成 21年度も新規申請と同様な申請書を作成しな

ければならなかった。また、平成20年度の研究成果実績報告の作成を要請された。これら

のスケジュールを示し、参考資料を掲載するとともに、平成21年度の実施計画を以下に示

す。

H21/2/1l 募集開始、公募概要 資料6-1

H21/2/26 実績報告書作成依頼 資料6-2

H21/3/6 申請書電子申請 資料6-3

H21/4/15 実績報告書電子申請 資料6-4

H21/4/20 ヒアリング通知 資料6-5

H21/5/15 ヒアリング審査 資料6-6

H21/5/25 採択候補通知 資料6ー7

H21/5/26 承諾書 資料6-8

H21/5/28 重複申請 資料6-9

H21/12/2 重複申請説明書 資料6-10
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6.4 平成 21年度補正予算

平成 21年度補正予算に申請した設備整備補助金が採択された。要求概要書を資料6-11

に示す。

6目5 平成 23年度概算要求

平成 23年度の概算要求を平成 21年 12月に申請した(特別経費(プロジェクト分【新

規事業】)。申請書を資料6-12に示す。

6.6 社団法人九州建設技術管理協会平成21年度建設分野における技術の研究助成

助成研究テーマ:長崎県内における小規模鋼橋梁の腐食状況の実態調査に関する研究

研究代表者:森田千尋

共同研究者:安波博道((財)土木研究センター)、出水享(インフラ長寿命化センタ

一)、牧野高平(インフラ長寿命化センター)

助 成金・ 500千円

助成研究テーマ.光学的全視野計測によるコンクリート現有応力推定に関する基礎的研究

研究代表者・出水享

共同研究者:松田浩(長崎大学工学部構造工学科)、伊藤幸広(佐賀大学理工

学部 都市工学科)、肥田研一(側臥Tこんさるたんと)

助 成金・ 495千円
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資料6-1

別紙1

平成21年度 建設技術研究開発助成制度の公募開始について

1 募集対象、公募区分、交付可能期間

①基礎・応用研究開発公募(概ね 10年後の実用化を想定)

建設以外の他分野を含めた広範な学際領域との連携を積極的に行い、実社会での波及

効果の大きい研究開発課題に対する公募。イノベーションの中核を担う若手研究者向け

の公募も行います。

公募区分
初年度

総額
申請限度額

応募条件 最大交付可能期間

基礎・応用
50.000干円まで 3年間

(Aタイプ)公募

基礎・応用 10.000 ※若手研究者の条

(8タイプ)公募 千円未満
20.000千円まで 件を満たす己と 3年間

※若手研究者:平成21年4月1日時点で、 40歳未満(昭和 44年4月2日以降に生ま

れもの)または常勤職(任期付き任用含む)について研究経歴が5年以内の研究者

②実用化研究開発公募(概ね5年後の実用化を想定)

地域のニーズ等に応じた実用化に近い技術研究開発のテーマに対して、地域の産学官

の連携等により、研究開発を推進する課題に対応する公募。

公募区分
初年度

総額 応募条件 最大交付可能期間
申請限度額

実用化公募 20.000干円まで 2年間

1 
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③政策課題解決型技術開発公募(概ね2-3年後の実用化を想定)
国土交通省が定めた具体的な推進テーマに対して、迅速に成果を社会に還元させるこ

とを目的とした政策課題解決型(トップダウン型)の公募。

公募区分
初年度

総額 応募条件 最大交付可能期間
申請限度額

採択後、

政策課題解決型 35.000干円まで 産学の委員会を 2年間

設置すること等

2. 申請者の資格

①大学等の研究機関の研究者、②研究を目的とする公益法人または所属する研究者、③

国土交通太臣が適当と認める法人または所属する研究者。

また、これらの者が建設技術に関する研究または技術開発を自ら実施する能力を有

する機関に属している己と。なお、当該機関は補助金(助成金)の機関経理に相応し

い仕組みを備えていることが必要となります。

※民聞の企業等または当該法人に所属する者は、 「③国土交通大臣が適当と認める法人

または所属する研究者』として申請が可能です。

3. 公募期間

-基礎・応用研究開発公募

.実用化研究開発公募

.政策課題解決型技術開発公募

金日6
 
月qu
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日
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E9ι 月年。ι成平
「
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l
1
1
1
J

4. 応募方法

本制度に研究開発課題を応募される方は、府省研究開発管理システム (e-Rad)により

申請を行ってください。なお、申請にあたっては、事前に府省研究開発管理システム

(e-Rad)への研究機関及び研究者情報の登録が必要となります。

5. 参照ホームページ

「建設技術研究開発助成制度」

http://www.mlit.go.jp/tec/gijutu/kaihatu/josei.html 

「府省共通研究開発管理システム (e-Radポータルサイト)J 

http://www.e-rad.g日目 jpjindex.html

2 
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1 .基礎・応用研究開発公募
建設以外の他分野を含めた広範な学際領域との連携を積極的に行い、将来(概ね1
o年後の実用化を想定)、実社会での波及効果の大きい研究開発課題に対する公募
.基礎・応用研究開発公募公募課題

①「災害時への備えが万全な防災先進社会』の実現
②「渇，JK等による被害のない持続的発展が可能な水活用杜会』の実現
③「復旧時聞を大幅に短縮し国土・都市の様能喪失と経済の損失のない社会」の実現
④「世界一安全でインテリジェントな道路交通杜会』の実現
⑤「犯罪等に強い街」の実現
⑥「ユニバーサル杜会」の実現
⑦「地域公共交通の活性化・再生による活力ある地域」の実現
⑧「多様な住まいやライフス告イルを可能とする祉会」の実現
⑨「住宅・社会資本の整備管理が効率化、高度化された社会』の実現
⑩「世界ーの省エネ、低公害、循環型社会』の実現
⑪「日本の四季を実感できる英しく快適な都市」の実現
⑫「健全な水循環と生態系を保全する自然共生型祉会」の実現
⑬「気候・環境の変化に強い社会」の実現

※国土交通省技術基本計画(平成20年4月)の「目指すべき社会」を公募課題として設定

・基礎・応用研究開発公募予算規模

公募区分
初年度

総額 応募条件 最太交付可能期間
申請限度額

基礎・応用
50，0∞干円まで 3年間(A?イプ)公募

基礎・応用 10，000 
20，0∞干円まで

※若手研究者の
3年間(B?イプ)公募 干円未満 条件を満たすこと

※若手研究者平成21年4月1日時点で、40歳未満(聞和44年4月2日以降に生まれたもの)または
常勤職(任期付き任用含む)1こ就いて研究経歴が5年以肉の研究者

2.実用化研究開発公募
地主 1こ近い技術研究開発のテーマに対して、地域の産学官

の連自 する課題に対する公募(概ね5年後の実用化を想定)

4砂; 果題

|① ICTを活用した調査、殴計、施工(監督・検査)に闘する研究開発

r3次元CADIこ関する聞査、設計に関する技術開発』、 『情報化施工などの施工に関する技術開
発』、 rlcタグなどを活用した資材調達、現場管理』 等

|②社会資本の維持管理の効率化に闘する研究開先

『予防保全の概念を取り入れた社会資本維持管理の技術開発』、 『社会資本の長寿命化に関する
技術開発』、 『社会資本の点検・健全度評価・劣化予測に関する技術開発』等

4砂実用化研究開発公募予算規模

公募区分
初年度

総額 応募条件 最太交付可能期間
申請限度額

実用化公募 20，000千円まで Z年間

4 
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3.政策課題解決型技術開発公募

具体的な推進テーマに対して、迅速に(概ね2-3年後の実用化を想定)成果を
社会に還元させることを目的とした政策課題解決型の公募

4砂政策課題解決型の特徴

①主に民間の研究者(または文学の研究者、公益法人等)を公募対象者とし、複数の民間企
業等からなるチームでの応募

②設定した政策課題を早期(2-3年後)1こ社会に還元させることを目的(トップダウン型)

③技術開発をスケジュール通りに着実に推進するために、産学官テーマ推進委員会を設置

【政策課題テーマ1】(調査・計画、設計、施工、維持管理聞のデータをつなげる)
建設生産システムの生産性向上に聞する技術開発

①設計段階から施工段階までを図面データにより結びつけるための技術開発
(例)・股計段階の3次元CADデー告を施工計画や機械施工に活用するための汎用的なデー予定換技術

.3次元C胆デ-~を用い、施工実施状況を自動確毘できる技術

.3次元CADヂ-~を元に合理的な施工計画を作成・マネジメントする技術

②施工段階における監督・検査の出来形の自動確寵に聞する技術開発
(例)・自動測定ヂ-~や計測画像等の現場デー曹の自動取得による全数確毘・自動検査技術
・GPSやTSを用いて計測された構造物の出来形デー告を活用して効率的な維持管理を行うための技術

。政策課題解決型技術開発公募(政策課題テーマ1)予算規模

公募区分
初年度
申請限度額

総額 応募条件 最大交付可能期間

政策課題解決型
( ICTJ 

35，000干円まで
採択後、産学官の委員会
を設置すること等

【政策課題テーマ2】社会資本の戦略的維持管理に聞する技術開発

・政策課題解決型技術開発公募(政策課題テーマ2) 公募課題

①構造物の健全度評価・劣化診断手法に関する技術開発
(例)・構造物の損傷・劣化状況を簡易かつ効率的に把握するための計測・点検技術

②既存構造物の長寿命化を達成するための補修工法の技術開発
(例)・損傷・劣化した構造物を簡易かつ効率的に補修できる施工技術
-損傷・劣化した構造物に関する延命効果の太きい補修技術

4砂政策課題解決型技術開発公募(政策課題テーマ2) 予算規模

2年間

公募区分
初年度
申請限度額

総額 応募条件 最大交付可能期間

政策課題解決型
(戦略的維持管理)

35，000千円まで
採択後、産学官の委員会
を設置すること等

2年間
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| 政策課題解決型技術開発公募における推進体制
(崖学官テーマ推進委員会/審査部会)

(n産掌官子ーマ推進委員会
研究開発課題を着実に推進するため、また、プロジェクトが当初の目標やスケ
ジュール通りに進むように研究開発体制を主な構成メンバーとする産学官テーマ推進
委員会を立ち上げる。(必要に応じて国交省が選定した学識経験者、行政職員等を

委員として追加する場合もある。)

②審杢部会

資金配分機関(行政職員等)や学識経験者等から構成された審査部会において、

政策課題解決型技術開発公募の応募課題の審査、委員会への助言等を行う。

評Iilffi妻』寄金
審査・採択

建設技術研究開発助成制度
評価委員会(既存・14名)

設置

審査車会

審査部会

助言等

(応募課題の審査等)

ーーー令
定期的に採択グループ
が立ち上げた産学官
テーマ推進委員会にお
いて、プロジェクトの進
捗状況等を確認する。

採択

-政策課題解決型
技術開発公募採択者

設置

産学官テーマ推進委員会
(課題、目標、要件等設定)

産学宮テーマ並道委員会

3 
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資料6-4

様式第 8 (細則第 6関係)

平成 21年4月 10 S 

国土交通大臣殿

代表者 〒852-8521

長崎市文教町1-14

長崎大学・教授

松田浩 印

建設技術研究開発費補助金状況報告書

建設技術研究開発費補助金による補助事業の実施状況を、別紙のとおり報告します。

1 課題番号 第 42号

2.研究課題名 光学的非接触全視野計測法によるコンクリ}ト構造物の

マルチスケール診断法の開発

(研究期間 平成 20年度から平成 21年度)

3. 研究代表者名(所属機関・職名)

松田 浩(長崎大学・教授)

4. 交付決定額 15，990 千円
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様式第 9 (細則第 7条関係)

国土交通大臣 殿

平成 21年 4月 10日

代表者 干852-8521 長崎市文教町lー14

095-819-2590 

長崎大学・教授

松田浩 印

平成 20年度建設技術研究開発費補助金実績報告書

建設技術研究開発費補助金による補助事業が完了したので、建設技術研究開発費補

助金交付要綱第 17条第 1項の規定により報告します。

研究課題名 光学的非接触全視野計測法によるコンクリ ト構造物の

マルチスケーノレ診断法の開発 15，990 千円

研究代表者氏名 所属機関・職名 |住所 T852-8町長崎市文相1-14
松田 浩 長崎大学・教授 電話番号 095-819-2590 

費目別収支決算表

事項 合計 設備 消耗品費 旅費 謝金・賃金 役務費・ 間接経費 その他

備品費 委託費

実支出額
円 円 円 円 円 円 円 円

の使用内

訳 15，990，000 6，001，933 2，092，884 2，098，060 257，620 1，895，2 3，600，000 44，253 

50 

交付申請
円 円 円 円 円 円 円 円

書記載の

研究経費 15，990，000 5，000，000 1，890，000 800，000 900， 000 2，500，0 3，600，000 1，300，000 

配分内訳 。。
研究組織

研究代表者・ 所属機関・職名 研究サプテーマ名(役割分担) 交付申請書 実支出額 備考

分担研究者氏 に記載の研

名 究経費

円 円

松田浩 長崎大学・教授 15，990，000 15，990，000 長崎大学
森田千尋 長崎大学・准教授 計測による構造健全度評価 で一括管

法の構築 理

伊藤幸広 佐賀大学・准教授

内野正和 福岡県工業技術セ 開発

ンター・研究員

岡本卓慈 KRC・社長

宮本則幸 KRC ・部長 検討、応力解放法によるPC

肥田研一 KTC ・社長 橋の現有応力測定法の開発

原田耕司 西松建設鮒・課長

計 名
円 円¥¥  8 15，990，000 15，990，000 

会計担当者氏名 所属機関・職名 長崎大学・事務職員 課題番号

三木 和目z 電話番号 095-819-2485 第 42号
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主要な設備品明細書(一品又は一組若しくは一式の価格が 50万円以上のもの)

名 称 仕 様 数量 価格 金額 研究費を支出した代表

(製造会社名・型) (千円) (千円) 研究者又は分担研究者

ワイヤレスLAN微動計 側東京測振製， 1台 1， 132 1， 132 松田 潜

WX-300 

ラインセンサスキャナ ニューリー附 1台 2，400 2，400 伊藤幸広

SA4120-CIS 
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様式第 10 (細則第 B条関係)

平成 20年度建設技術研究開発費補助金研究報告書

1 . 課題番号 第 42号

2. 研究課題名 光学的非接触全視野許測法によるコンクリート構造物の

マルチスケール診断法の開発

3 . 研究期間(平成 20年度~平成 21年度)

4. 代表者及び研究代表者、分担研究者

代表者 片峰 茂 長崎大学・学長

研究代表者 松田 浩 長崎大学・教授

分担研究者 伊藤 幸広 佐賀大学・准教授

H 森田 千尋 長崎大学・准教授

H 内野 正和 福岡県工業技術センター・研究員

H 岡本卓慈 側計測リサーチコンサルタント・代表取締役社長

H 官本則幸 側計測リサーチコンサルタント・企画開発部長

H DE回 研一 側K&Tこんさるたんと・代表取締役

H 原因 耕司 西松建設側土木営業 7部・課長

研究協力者 合田 寛基 九州工業大学工学研究院・助教

H 川|村淳一 日本コンクリート工業(株)・都市基盤建材事業部長

5 . 研究・技術開発実績の概要

コンクリート構造物の健全性診断に必要となるミクロからマクロまでの変形・歪デ

ータを容易に計測する実用的方法として、光学的計測法の高精度、非接触、全視野計

測が可能というメリットに注目し、悪環境下での計測が可能なロパスト性の高い計調u
-解析システムを開発することを目標に研究を進めた。研究実績の概要を下に示す。

(1)光学的非接触全視野ひずみ計測装置の開発および非接触計測法の確立

①小型軽量で操作性の良いラインセンサタイプの全視野(全方向)ひずみ計測装置(

図 1a) を試作するとともに、高精度なひずみ解析プログラムを開発するとともに、

ひずみ計測精度の検証を行った。 80年供用されたRC桁の載荷試験で実証試験を行い

現場適用性を確認した。

②通常のレンズを用いた場合はレンズの偏差ひずみのため、デシタノレ画像相関法によ

るひずみ計測結果は歪ゲージによる計測結果とは大きな誤差が生じる。テレセントリ

ックレンズを装着したカメラ(図 2)による変位/ひずみの全視野計測装置および解
析プログラムの開発するとともに、ひずみ計測精度の検証を行い、コンクリート構造

物のひずみ計測のフィールド実証試験を行い、施工管理への現場適用性を確認した。

③これまで歪ゲージや変位計を用いて計測されてきた構造工学分野の実験に対して、

デジタノレ画像相関法を用いた計測法の有用性と有効性について検討した。顕著な計測

結果として、 RCはりは曲げひび割れ、斜めひび割れの発生から進展に至る状況が明
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確に捉えられており、特に斜めひび割れの発生・進展状況を可視化した例はこれまで

にない可視化事例と思われる(図 3)。また、薄肉円筒シェルの分岐座屈挙動におい
ては、座屈前にパルジング型の変形状態からダイヤモンド型座屈変形状態へ分岐する

現象が明確に捉えられており、 Arbocz，BabcockやBatista，Croll.が苦労して計測し
た結果と極めて良く対応した軸方向半波の座屈モードが測れており，この種の座屈問

題の一番難解な座屈モードの選択性が明瞭に捉えらることができた(図 4)。

(.)計測装置 (b)検証実験

園 1 スキャナ~イプ全祖野ひずみ計測装置

la/d=1.5白鼠腫依田肝廻l量星 l 

ki!jl.i 
A 

。
@

@

@

 

@ 

園 3 RCはりのひび割れの可視化

園2 子レセントリッヲレンズカメラ

1三:

園 4 軸圧薄肉円筒シェルの座屈実酸・解析

(2)応力解放法による PC桁の現有応力測定法への適用

前記(1)で開発した全視野ひずみ計測装置を用いて、プレテンション桁(園5a)の
現有応力状態を把握するために、コア応力解放法およびスリット応力解放法による全

視野ひずみ計測(図5b)を実施した。スリット解放による応力の計測結果を図6aに示
す。スリット30皿切削時のスキャナ計測で得られた画像をデジタノレ画像相関法による

解析を行った解放ひずみ分布である。実験試験体をモデル化し、スリット切削によっ

て変化するスリット周辺部の変位量及び応力をFEM解析により求めた。解放ひずみの

解析結果を図的に示す。本装置による解放ひずみの計測結果はFEM解析結果と同様な

ひずみ分布を示している。図6cはスリット30mm切削時の作用応力の推定値を対称点間

距離変化率分布と解析値とを示したものである。スキャナによる全視野ひずみ計調u値
と解析値はほぼ一致しており、本計測が作用応力の解放ひずみを精度良く計測してい

ることが検証された。

(.) PC実験桁全景 (b)スキャナ計調l状況

園5 PC桁の現有広力測定
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(b) FE解析結果 (，)作用応力推定値

スリット削孔による解放ひずみの計測解樹鮪黒

調

世

(.)全視野歪計測

園e

(3) 3 D計測データを用いたFE解析と常時微動計測による遠距離計測

レーザドップラ速度計 (LDV)とワイヤレスLAN速度計を用いて固有援動数の計測結

果の比較検討するための基礎実験を行うとともに、 80年供用されたRC桁の載荷試験

とプレテンション桁PC鋼続切断による固有援動数を測定し、構造剛性の変化による
固有振動数の変化について検討した。

また、平和祈念像などの大型構造物の 3D計測を行い、計測デ}タを用いて FEメ

ッシュを作成L、地震応答解析するシステムを構築した(園 7)。さらにレーザード

ップラ速度計を用いて、常時微動および衝撃加援による固有振動計測を実施し、同じ
結果が得られることを確認した(園 8)。本計測・解析システムの構築により 3Dデ

ジタル情報をデータベースとして構築することができ、 GISと併用することにより、

維持管理のデジタルカルテとしての有効性と有用性出期待される.

iJ:tコ10L
世間JJL開園創1包

常時微動計測による遺躍艦計測圃a3D針調デ タを用いた FE解析園7

研究成果の刊行に関する一覧表

刊行書籍又は雑誌名(雑誌のときは雑誌 刊行年月日 刊行書唐名 執筆者氏名

名、巻号数、論文名)

(I)EASEC， No.ll， 2008.11. 19 EASEC T. Nyomboi， 
Observation of Cracking Development in H.Yatsuda 
Steel Flbre RC 8eams under Bending 8nd 
Shear by Optical Ful1-Field 
Measurement 

(2) EASEC， No. 11. 2008.11. 19 EASEC c. Zhao. 
Buckling and Post-buckling Phenomena H. Matsuda， 

6 
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of Cyrindrical Shell under Axial 
Compression and Torsion Loading 

C. Mori ta， 
M. Huang 

(3)鋼構造年次論文報告集，第16巻 12008.11.20 1日本鋼構造
光学的全視野計測法による円筒シェルの協会
ねじり座屈挙動の解析

(4)鋼構造年次論文報告集，第16巻 12008.11.20 1 13本鋼構造
溶接継手の疲労き裂に対する延命対策の協会
検討

(5)鋼構造年次論文報告集，第16巻 12008.11.20 1日本鋼構造
耐候性鋼橋梁の腐食評価および概観評価協会
に関する研究

(6)Reports of the Facu1ty of 12008.9.1 
Engineering， Nagasaki University， 
Vo1.38， No.71， Theoretical Prediction 
of Shear Strength Evolution in Steel 
Fibre Reinforced Concrete Beams 
without Stirrups 

(7) Reports of the Facu1 ty of 1 2008.9. 1 
Engineering， Nagasaki University， 
Vo1.38， No.71， Peak Strength Analysis 
and Failure Process Simulation of 
Brittle Materials with an Open-hole 
under Uniaxial Compression 

(8)コンクロート工学年次論文集 12008.7.10
Vo1. 30， No.3， Strength and deformation 
behavior of steeel reinforced normal 
concrete by optical (ESPI) methods 

(9)コンクリート工学年次論文集 12008.7.10
Vo1. 30， No.3，鋼板の接着幅が端部での
はく離現象に及ぼす影響

(10)日本実験力学会講演論文集、 No.8 12008.6.30 
7 ノレチロゼット解析法を用いたデジタノレ
画像相関法の検討

(ll)Proc. of 5th International Conー I2008.6. 19 
ference on THIN-WALLED STRUCTURES， 
Visualization of buckling on 
thin-walled cylindrical shell by 
digital image correlation method 

(12) Proc. of 5th International Con- 12008.6.19 
ference on THIN-WALLED STRUCTURES， 
Vibration study of thin-walled 
specimens using holographic 
interferometry 
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7. 研究成果による知的財産権の出願・取得状況

平成20年度には知的財産権の出願はないが、本研究助成テーマに関連して出願済お

よび出願手続き中の知的財産権には次のものがある。

知的財産権の内容 知的財産権の 出願年月日 取得年月日 権利者名

種類、番号

構造物の応力測定法 特願 平成18年5月10日 KRC，KTC 

2006-131369 

構造物の応力測定法 特願 平成19年5月29日 KRC，KTC 

2007-141866 

変位/ひずみ計測方法 特願 平成17年12月21日 長崎大学，佐賀

及び変位/ひずみ計測 2005-368334 大学，福岡県

装置

(外国出願) PCT/JP2006/3 平成18年12月21日 長崎大学，佐賀

変位/ひずみ計測方法 25488 大学

及び変位/ひずみ計測j

装置

ひずみ許祖u方法、ひず 特願 平成20年3月27日 福岡県、

み計測システム 2008-084560 KRC，KTC 
一日町一日町一日町一一一件目仲町仲町仲町仲町仲町仲町仲町 四件四件四件四件四件四件四件四件四件四件四件四件目開日叩骨 一一目白山町山仲町仲町仲町仲町仲町仲町仲

カメラを用いたひず 特許出願手続 長崎大学，佐賀

み計測システム き中 大学

ひずみ計担u用2次元コ 特許出願手続 KRC，佐賀大学

ード き中
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様式第 12 (細則第 10条関係)

平成 21年 4月 10日

国土交通大臣殿

代表者干852-8521

長崎市文教町1ー14

長崎大学・教授

松田浩 印

建設技術研究開発費補助金による研究成果の刊行又は掲載報告書

建設技術研究開発費補助金による補助事業で得られた成果を(刊行/雑誌等

に掲載)したので、下記のとおり報告します。

記

1. 課題番号 第 42号

2.研究課題名 光学的非接触全視野計測法によるコンクリート構造物の

マルチスケール診断法の開発

3. 研究代表者名(所属機関・職名)

松田 浩(長崎大学・教授)

4 交付総額 15，990千円 (研究期間 平成 20年度から平成 21年度)

5. 研究成果の発表

刊行書籍又は雑誌名(雑誌のときは雑誌名、 著者氏名 刊行年月日 刊行書唐名

巻号数、論文名) (該当ベージも記載)
(掲載年月 (掲載雑誌・新聞

日) 名)

(1) EASEC， No. 11， T. Nyomboi， 2008.11. 19 East Asiaー
Observation of Cracking Development in H.Matsuda Pacific Conf. on 
Steel Flbre RC Beams under Bending and Structural 
Shear by Optical Full-Field Measurement Engineering and 
(pp.242-243) Construction 

(2) EASEC， No. 11， C. Zhao， 2008.11. 19 East Asiaー
Buckling and Post-buckling Phenomena of H. Matsuda， Pacific Conf. on 
Cyrindrical Shell under Axial Compression C. Mori ta， Structural 
and Torsion Loading (pp.822-823) M.Huang Engineering and 

Construction 
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(3)鋼構造年次論文報告集，第16巻，光学的
全視野計測法による円筒シェルのねじり座
屈挙動の解析 (pp.77-82) 

(4)鋼構造年次論文報告集，第16巻，溶接継
手の疲労き裂に対する延命対策の検討，
(pp.571-578) 

(5)鋼構造年次論文報告集，第16巻，耐候性
鋼橋梁の腐食評価および概観評価に関する
研究 (pp.657-662)

(6) Reports of the Facul ty of Engineering， 
Nagasaki University， Vo1.38， No.71， 
Theoretica1 Prediction of Shear Strength 
Evolution in Stee1 Fibre Reinforced 
Concrete Beams without Stirrups， 
(pp.20-27) 

(7) Reports of the Facul ty of Engineering， 
Nagasaki University， Vo1.38， No.71， Peak 
Strength Analysis and Failure Process 
Simu1ation of Britt1e Materia1s with an 
Open-ho1e under Uniaxia1 Compression， 
(pp.28-35) 

(8) コンクリート工学年次論文集， Vol. 30， 
No.3， Strength and deformation behavior of 
steeel reinforced normal concrete by 
optica1 (ESPI) methods， (pp.1489ー1494)

(9) コンクリート工学年次論文集， Vol. 30， 
No.3，鋼板の接着幅が端部でのはく離現象に
及ぼす影響， (pp. 1603ー1608)

(10) 日本実験力学会講演論文集、 No.8，マ
ルチロゼット解析法を用いたデジタル画像
相関法の検討(pp.134-137)

(11) Proc. of 5th Internationa1 Conference 
on THIN-WALLED STRUCTURES， Visualization 
of buck1ing on thin-wa11ed cy1indrica1 
shell by digi ta1 image corre1ation method， 
(PP. 829-835) 

(12) Proc. of 5th Internationa1 Conference 
on THIN-WALLED STRUCTURES， Vibration study 
of thin-wa11ed specimens using 
ho1ographic interferometry， (pp.837-842) 

(13)建設の施工企画， No.699， 
歴史的建造物の光学的手法による 3D形・振
動計測とその計調uデータを用いたFE解析
による地震応答解析， (pp.25-30) 
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安東，小島，
山本，松田

森田，魚住，
松田，黄，自
演

T. Nyomboi， 
H. Matsuda， 
R. Hirayama， 
H.Nishida 

C. Zhao， 
H. Matsuda， 
M. Huang， 
H.Kouzuma 

T. Nyomboi， 
H. Matsuda， 
T. Yamashi ta， 
T. Ohara 

安東，浦田，
山本，松田

内野，岡本，
肥田，伊藤，
松田

C. Zhao， 
H. Matsuda， 
C. Mori ta， 
M.Huang 

C. Mori ta， 
C. Zhao， 
H. Matsuda， 
M.Huang 

松田浩

2008. 11. 20 

2008. 11. 20 

2008.9.1 

2008.9.1 

2008.7.10 

2008. 7. 10 

2008.6.30 

2008.6.19 

2008.6.19 

2008.5.25 

日本鋼構造協会

日本鋼構造協会

日本鋼構造協会

長崎大学工学部

長崎大学工学部

日本コンクロー
ト工学協会

日本コンクリー
ト工学協会

日本実験力学会

Thin-Walled 
Structures 

Thin-Walled 
Structures 

日本建設機械化
協会
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題名 【重要】平成21年度建設技術研究開発助成制度ヒアリング通知
差出人 mon国守86.3@mlilgo岬

Date: Mon， 20 Apr 2009 19:19:37 +0900 

From 皿orita寸86s3hlit.go.jp
Subject 【重要】平成21年度建設技術研究開発助成制度 ヒアリング通知

平成21年度建設技術研究開発助成制度
政策課題解決型技術開発公募(テー..-2) 継続申請者各位

(※研究代表者のみに送付させて頂いております)

お世話になっております.

国土交通省大臣官房技術調査課森田です。

平成21年度の政策課題解決型技術開発公募(テーマ2・杜会資本の
戦略的維持管理に関する技術開発)の継続課題のヒアリングを

実施致しますのでご連絡させて頂きます。

1.本メールを受信しましたら確認のために下記項目を記入の上、ご返信頂きます

よう宜しくお願い致します。

[H21助成制度 ヒアリング選定課題1
口応募種類 : 基臨む用、実用化、政策課題解決型(テーマ10r2)
口研究代表者名 例)国土太郎

口研究開発課題名 000000
口H21申請額 00百万円

2，政策課題解決型技術開発課題(テーマ 2)のヒアリング日時は以下を予定して

おります。

・ヒアリング日時

平成21年5月15日(金) 13:00-16:00のうち約10分程度(質疑
含む)

詳細なヒアリング時間割は追ってご連絡致します.

3 プレゼンテーション資料の作成について

当日のプレゼンテーション資料としてパワーポイント 10枚以内(表紙を除く)

と

配布資料 (A4版、 1枚)の作成ならびに提出をお願い致します。

①A4版1枚(研究開発課題名、交付申請者名、平成20年度成果概要、平成2
1年度成果目標)
以上の項目について記載するこじ様式は自由とします。

②パワーポイント 10枚以内(表紙を除く)。
平成20年度成果、平成21年度成果目標、研究許画、資金許画等について説
明をお願い致します。

こちらも様式は自由です。

→プレぜンテーション資料①、②につきましては委員会での配布資料にもなります

ので

5/13 (水) 10:00必着とさせて頂きます。
それ以降の資料の提出は認められませんので宜しくお願い致します。

※メールで添付する際には合計4メガ未満にしてください。
※容量が大きくCD-Rや'MO等で郵送される場合も上記〆切必着とします。

4 ヒアリング方法
交付申請者141(交付申請者が出席出来ない場合、交付申請者の委任を受けた者
1名)が
指定された時間帯に入室し、委員によるヒアリングを受けることとする。

5 ヒアリング審査会場
東京都港区虎ノ門3-12-1ニツセイ虎ノ門ピノレ

(財)国土技術研究センター 7階第2・3会議室

[p暗@日1]
資料6-5 目白
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題名 【重要】平成21年度建設技術研究開発助成制度ヒアリング通知
差出人 mon国守86.3@mlilgo岬

Date: Thu， 30 Apr 2009 17:38:19 +0900 

From 皿orita寸86s3hlit.go.jp

Subject 【重要】平成21年度建設技術研究開発助成制度 ヒアリング通知

平成21年度建設技術研究開発助成制度

政策課題解決型技術開発公募(テー..-2) 継続申請者各位

(※研究代表者のみに送付させて頂いております)

お世話になっております.

国土交通省大臣官房技術調査課森田です。

平成21年度建設技術研究開発助成制度政策課題解決型(テー"-2)の

継続ヒアリングの詳細な時間等が決まりましたのでお知らせ致します.

日時平成21年5月15日(金) 13:00-16:00のうち 14分(説明8

分、質疑6分)
場所・(財)国土技術研究センター7階第2・3会議室

※詳細な時間割は添付をご確龍下さい.

つきましては、当日の出席者(1，s)を小職までご返信下さい。

また、事前にご連絡しておりましたように下記の通り資料の作成及び提出をお願い

致します。

資料枚数等、一部事前連絡から変更しておりますのでご確認ください。

【ヒアリング対象者への資料作成依頼】

当日のプレゼンテーション資料としてパワーポイント 10枚以内(表紙を含む)

と
配布資料 (A4版、 1枚)の作成ならびに提出。

①A4版1枚(研究開発課題名、交付申請者名、研究計画概要、研究成果目標)
以上の項目について記載すること。様式は自由とします。

②パワーポイント 10枚以内(表紙を含む)。

研究概要・研究体制・研究計画・資金計画等について説明をお願い致します。

こちらも様式は自由です。

→プレゼンテーション資料①、②(データ含む)につきましては委員会での

配布資料にもなりますので5/13 (水) 10:00必着で小職まで提出をお願

い致します。

それ以降の資料の提出は認められませんので宜しくお願い致します.

※メールで添付する際には合計4メガ未満にしてください。

※容量が大きくCD-Rや'MO等で郵送される場合も上記〆切必着とします。

※PPT枚数は事前連絡から表紙含み10枚に変更しています。パージョンは
2003以前のもので作成下さい。

最新のパージョンで作成の場合、うまく起動しない可能性があります。

以上、よろしくお願い致します。

国土交通省大臣官房

技術調査課研究企画係長

森田裕介

干100-8918 東京都千代田区霞が関2ー1-3

Te1 03-5253-8111(22-346)03-5253-8125 (直通)

F田 03-5253-1536

Eプ田il morita-y86s3ftmlit.go・JP

[p暗B日1]
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『平慮21年鹿・・揖宿骨寓岡信圃慮圃鹿惇置聾皿金'壷薗会』
禽.曲Z構内

開催場所 (財)国土桂術センター 7階第2・3会暗室

東京都構区虎ノ門 3-12-1(ニッセイ虎ノ門ピル)

順守・・

.~蝕

.'門<T箇

愛宕>T箇

0電車

• 13Jt:谷線神谷町駅下車3番問ロより徒歩2分(桜図通りを虎ノ門方面に 1つ闘の

信号脇)

-銀座鎌虎ノ門駅下車4番出口より徒歩9分曜図通りを神谷町方慣へ4つ闘の信

号を被ってすぐ)

I問い合せ先1国土交還省大臣官房俊衛調査懐 議図裕介

官L{!ri屋) 03-5253-8125 
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光学的全視野計測の適用分野とその特長

光学的計測技術に求められる建眼分野での計測の特徴
1.高精度 時非接触(100mのE障〉でO.lmmの精度 (=10-6)
2.高耐久性 骨厳しい曇露環境下〈雷、鳳、雨、日射、援助〉
3.安定性 =。温度変化〈ー10"C-60"C)1こ彫響されない
4.応用性 時現場の計測条件、環境は多種多様〈現場は工場ではない〉
5.経済性 時多品種・少量生産でもローコスト

本研究開発の概要

(1) :港学的金視野ひずみ計測装置の開鎗お
よぴ屋外現場計測への適用性の検肘

(2)応力解放法によるPC栴の現有
応力測定法および検査・惨断E量

(3)計測・解析・陣値システム漉の聞
，.とデータベースの構纂

|松田・揖回・佐JII.一宮・山根|

鏡台他・総合化

EE亘 .~II(1)~}lfTA7-}lflt.;Z(1)DI 
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(1 )光学的全視野ひずみ計測装置の開発および屋外現場計測への適用性の検討

PC桁の応力解放法実験

スリット応力解放法寓眠状況



6－52

(3) 3D計測とFE解析と常時微動計測

21年鹿計圃
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I吋闘
揚動計測
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題名 【採択通知及び確認】H21年度建設技術研寛開発助成制度
差出人 mon国守86s3@mlilgojp

Date: Mon， 25 May 2009 16:22:40 +0900 

From 皿orita寸86s3hlit.go.jp

Subject 【採択通知及び確認IH 21年度建設技術研究開発助成制度
To 岡田Jd噛 lagasaki-U. 5C. jp，佃iyamoto自krcnet.co.jp，takahasi自krcnet.co. jp， 

k-hida@kt-c.co.jp， j_kawεmrura@star.ncic.jp， koji_harada自nishimatsu.co.jp， 

.3656験l-koei.co. jp 

Cc: ya皿ashita-h2ys@mlit.go.jp

H21建設技術研究開発助成制度採択候補者

長崎大学松田教授様

(共同研究者へも送付させて頂いております)

平素よりお世話になっております。

国土交通省大臣官房技術調査課森田です。

先日はご多忙の折ヒアリングにご参加頂きましてありがとうございました。

さて、ヒアリング審査の結果、貴殿の研究課題が平成21年度採択候補としてとし
て選定されましたので通知致します。

今回、審査結果により申請額と採用金額とが異なる場合がございます。採用予定金

額については添付の資料をご確認ください。

今回の提示額を受けて助成を受けるか否かのご回答をお願い致します.

また、添付資料にございますように採択を受ける場合には応募書類修正版等の提出

が必要となります。

つきましては、詳細について添付書類をご確認頂き、

研究の概要については27 (水) 17:00まで、様式の修正及びその他提出資料

については28 (木) 17:00までに小職までメールにて送付願います。

まずは本メールの確認と助成を受けるか否かのご回答を早急にお願い致します。

ご多忙の折、ショートな締め切りとなり恐縮ではございますが早期交付決定作業に

向けてご協力よろしくお願い致します。

助成を受ける場合、今後の手続きについて概略の流れは以下の通りです。

【当方】今回の採択候補通知メール

↓ 

【申請者】応募様式書類の修正提出(様式A、B (新規)もしくはc(継続))、
研究概要の記入提出等

↓ 

【当方】採択決定通知書(内定通知)の送付

↓ 

I申請者1申請書の提出(様式1-4)
↓ 

I当方]補助金交付決定通知書(様式5) (正式通知)の送付
↓ 

I申請者】様式6等の提出

国土交通省大臣官房

技術調査課研究企画係長

森田裕介

干100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-3

T.l 03-5253-8111(22-346)03-5253-8125 (直通)

[p暗@日1]
資料6-7 目白
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[p暗.:02] 

Fax 03-5253-1536 
E寸阻il 価orita-y86s3馳lit.go. jp 

このメールにはファイルが添柑されています
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①[交付予定額の確認】

平成21年度の交付予定額 12.220千円

(申請額:15.000千円)

②[作業依頼】

上記の交付予定額を承諾される場合には以下の資料のご提出を宜しくお願い致します。

資料6-8

1.最終的に採択課題として決定されますと、課題名、研究概要、交付申請者名を公表(プレ

ス発表)させて頂きますので下記についてご確認頂き、研究開発概要を 50宇程度で作成頂

きますよう宜しくお願い致します。

-研究開発課題名

「光学的非接触全視野計測法によるコンクリート構造物のマルチスケール診断法1

・研究開発概要 (50宇程度)

(概要) コンクリート構造物の健全度診断のための光学的手法によるロパスト性の高い計測・

解析システムを開発する。

-交付申請者名

(所属、役職、氏名) 長崎大学工学部構造工学科 教授松田浩

2.当初の申請額と交付予定額が異なるために、研究内容や使途、数量を変更される場合が考

えられますロそこで、既に提出された応募書類のうち以下のものを交付予定額と合わせた

形に修正した上で提出お願い致します。

・新規採択者・・・様式A、様式B-4，5 

・継続採択者・・・様式C

例年、本作業により、課題の決定、交付手続きが長期化してしまう傾向がありますので、

特に以下の点について重点的にご確認頂きますよう宜しくお願い致します。

女間接経費の取り扱いについて・・・直接経費の 30%を計上すること

1<設備備品費は原則リース対応をお願いしております。特に、 50万円以上の設備備品に

ついては【リースに出来ない理白書】を必ずご提出頂きますよう宜しくお願い致します。

(リース対応できるものはリース対応して下さい。)

1<特許出願料・・・特許出願料は1件あたり約38万円が上限となっております。

安委託費・・・委託費を計上する際には別途協議を必要としますので、計上される場合は

後日当方より確認のご連絡をさせて頂きます。
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資料6-9

3.不合理な重複及び過度の集中の排除について

現在、以下の研究助成が採択されており、建設技術研究助成との違いを以下に明記します。

(1)日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究B (平成21・23年度)

課題名 光学的手法によるリアルタイム非接触振動計測法の開発と非破壊検査への応用

概要・これまで研究開発してきた光学的計測法による変位・ひずみ計測技術を振動計測に

拡張するとともに、レーザドップラ振動計測と併用して、実時間・非接触振動計測

によるロバスト性の高い非破壊検査手法を確立することを目標とする。

研究代表者:長崎大学工学部構造工学科・教授松田浩

研究分担者 :8名

建設技術研究助成に含まれる研究者

松田 浩 (長崎大学工学部構造工学科・教授)

森田 千尋 (長崎大学院生産科学研究科・准教授)

出水享 (長崎大学工学部インフラ長寿命化センター・研究員)

内野正和 (福岡県工業技術センター・研究員)

(2)科学技術振興調整費(平成20年度)

課題名・ 地域再生人材創出拠点の形成「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニット」

概要:長崎県と長崎大学が連携して実施する地域再生人材創出事業。

長崎県内の自治体職員、建設・コンサルタント業、 NPO、地域住民を対象とし、道
路構造施設の維持管理に携わる“道守"を養成し、“まちおこし"の基盤となるイン

フラ構造物の再生・長寿命化に係わる人材を創出する事業。

研究代表者:長崎大学学長片峰茂学長

研究分担者:23名
建設技術研究助成に含まれる研究者

松田浩 (工学部構造工学科 ・教授)

森田 千尋 (大学院生産科学研究科・准教授)

インフラ構造物の長寿命化

科学技術撮風
岡量買

人材育成

啓蒙活動

長崎県との
連携事業

直面互困

|科学研究費補助金|

光学的計担.~手法の建設工学分野への適用可能性を
追求した婁腫宣レベルでのs・的研覧圃鎗
.3次元形状計測による境界適合型3次元ソ9::;ド・シェル
複合解析システムの開発 (Hl1-12年度)

・3D形状計測とホログラフィ干渉計測による膜・シェノレの

構造特性と非破壊検査への応用 (H14-16年度)

・光学的全視野許測技術による建設構造物の劣化・変状メカ
ニズムの解明と診断法の開発 (Hl7-18年度)
・光学的非接触全視野計測法による建設構造物のマルチス
ケーノレ損傷診断法の開発 (H19-20)

・光学的手法によるリアルタイム非接触振動計測法の開発
1-非破撞捕者への応用(H21-23)

liE 
建設技術研究助成

光学的非接触全視野計測篇によるコンクリート構造物のマルチスケール惨断法の闘宛
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(長崎大学松田浩)

1.当該建設技術研究開発助成の研究の概要、要点

(光学的非接触全視野計測法によるコンクリート構造物のマルチスケール診断法)

本研究は、申請者らがこれまで開発・蓄積してきた光学的全視野計測技術をコンクリー

ト構造物の応力状態推定法へ適用するために、政策課題解決型技術開発の“社会資本の戦

略的維持管理に関する技術開発"に応募したものである。研究概要は以下のとおりである。

変形や振動現象の実用的許測法として、歪ゲージや変位許などの設置式の許測機器では

なく、デジタルカメラ等の光学的手法を用いて、建設現場の苛酷な環境においても非接触

での全視野計測可能な計測システムを開発するとともに、これを用いたコンクリート構造

物の健全性診断法を開発する。次の 3項目を開発目標とする。

(1)スキャナ式およびテレセントリックレンズ(歪みの少ないレンズ)を用いた高精度な全

視野ひずみ計測装置を開発するとともに、屋外現場計測への適用性を検討し改良を行う。

(2)(1)での開発装置を用いて、応力解放法による実コンクロート橋の現有応力の測定方法を

開発するとともに、検査・診断法への活用法を開発する。

(3)三次元計測、解析モデル作成、実振動計測、支持条件の同定、地震応答解析、耐震性能

評価の一連の計測・解析・評価システムを開発するとともに、インフラ構造物の電子デ

ータベースを構築する。

2.応募・採択されたその他の競争的資金に係る研究の概要、要点
(1)(平成17ー 18 科研費基盤研究 B 光学的全視野計測技術による建設構造物の劣

化・変状メカニズムの解明と診断法の開発)

本研究は、光学的計測技術である 3Dレーザースキャナ、フラットベッドイメージスキ

ャナ、三次元写真図化計測、ホログラフィ干渉計測、電子スベックルパターン干渉計調u装

置を用いて、構造部材の劣化・変状の面的全視野計調uの適用性について検討した。光学的
計測法を利用した鼻先駆け的な研究である。この成果は後の研究の基礎となっている。

(2) (平成19-20 科研費基盤研究B 光学的非接触全視野計測法による建設構造物の

マルチスケール損傷診断法の開発)

本研究では、新たに3Dデジタル画像相関法装置を導入し、①異方性 FRP複合材、②

き裂を有するエポキシ樹脂試験片、③コンクリートの硬化収縮・温度ひび割れ、④アルカ

リ骨材反応によるコンクリート劣化機構などへの適用性を検証した。この成呆を基に、建

設現場で適用可能な全視野ひずみ計測装置の開発に着手することになった。また、小口径

ドリル孔を利用したスキャナによるコンクリートの微非破壊検査法を開発した。さらに、

3D計課uデータを用いた大規模FE解析の有効性を検討した。

(3) (平成20 科研費基盤研究C 光学的全視野計測法と粒子法による複合材料のき裂

発生・進展メカニズムの解明)

本研究では、光学的手法(電子スベックルパターン干渉計測)により試験片表面全体に

おける変位・ひずみ・応力を全視野計測するとともに、き裂の発生と発生したき裂による

ひずみの局所化問題に対して有効な粒子法による破壊解析を実施し、ぜい性材料における
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き裂の発生・進展メカニズムを解明することを目的としたものである。

(4)(平成21ー 科研費基盤研究B 光学的手法によるリアルタイム非接触振動計測法の

開発と非破壊検査への応用)

本研究は、構造部材の健全度診断に必要となる空間的に分布した変状を取得する計測法

として、光学的計測法による変位計測技術を重量註塑lに拡張するとともに、レーザードッ
プラ振動計測と併用して、実構造物の復元カ特性を算定するシステムを構築するとともに、

実時間・非接触振動計測による非破壊検査手法を確立することを目標としたものである。

3. r 1.当該建設技術研究開発助成の研究Jと r2.その他の競争的資金の研
究」との違い(研究内容に重複がないことの確認)

r1.当該建設技術研究開発助成の研究」
本研究では、自動車や船舶のような許測環境と比べではるかに厳しい建設現場で適用

可能な光学的全視野計iJ!U装置(デジタル画像相関法)を開発し、それを用いて応力解放

法により、実コンクリート橋の現有応力状態を推定する方法を確立する。また、実橋を

対象とした計測・解析・評価システムを開発するとともに、橋梁構造物の電子データベ

ースを構築する。

r2.その他の競争的資金の研究」
(1)では、既往の光学的計測技術を用いて形状や変位計測に適用しその有効性を検証すると

ともに、電子スベックルパターン干渉計測装置を導入し、高精度言十測の検証を行った。

(2)では、 3Dデジタル画像相関法装置を導入し、様々な建設材料・部材への適用性につい

て検討した。

(3)では、炭素繊維強化プラスティックなどの脆性材料のき裂の発生・進展メカニズムを解

明することを目的とし、解析においては粒子法を用い、実験においては光学的手法(電子

スペックル干渉計測装置)を用いて計測する実験室レベルの基礎的な研究である。

(4)では、振動現象の計測に特化したものであり、これまでの光学的計測法を振動現象の計

測に拡張開発するものである。また、レーザードップラ振動計測と併用して、実時間・非

接触振動計測による構造物の復元カ特性の推定法の開発を目的としたものである。

r 1 .当該建設技術研究開発助成の研究」は、実コンクリート橋の現有応力を測定する
ことと、計測・解析・評価システムを開発し、電子データベースを構築することが目的で

ある。一方、 r2.その他の競争的資金の研究」は、実験室レベルでの計測装置を用いて種々
の材料や部材の試験での計調uへの適用性を検証したものである。 2の研究成果があって、
はじめて 1への応用開発が可能となるものである。

以上のように、 r1.当該建設技術研究開発助成の研究」と r2.その他の競争的資金の
研究」は研究目的および内容が異なり、研究内容に重複はない。

注)A4用紙1枚以内に記載願います。(ただし、 1枚以内に記載不可能な場合は適宜追加可)
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(長崎大学松田浩)

1.当該建設技術研究開発助成の研究の概要、要点

(光学的非接触全視野計測法によるコンクリート構造物のマルチスケール診断法)

本研究は、申請者らがこれまで開発・蓄積してきた光学的全視野計測技術をコンクリー

ト構造物の応力状態推定法へ適用するために、政策課題解決型技術開発の“社会資本の戦

略的維持管理に関する技術開発"に応募したものである。研究概要は以下のとおりである。

変形や振動現象の実用的計測法として、歪ゲージや変位許などの従来の設置式の計測機

器ではなく、デジタルカメラ等の光学的手法を用いて、建設現場の悪環境においても非接

触での全視野計測が可能な計課uシステムを開発するとともに、これを用いたコンクリート

構造物の健全性診断法を開発する。次の3項目を開発目標とする。

(1)スキャナ式およびテレセントリックレンズ(査みの少ないレンズ)を用いた高精度な全

視野ひずみ計測装置を開発するとともに、屋外現場計測への適用性を検討し改良を行う。

(2)(1)での開発装置を用いて、応力解放法による実コンクロート橋の現有応力の測定方法を

開発するとともに、検査・診断法への活用法を確立する。

(の三次元計測、解析モデル作成、実振動計測、支持条件の同定、地震応答解析、耐震性能

評価の一連の計測・解析・評価システムを開発するとともに、インフラ構造物の電子デ

ータベースを構築する。

2.応募・採択されたその他の競争的資金に係る研究の概要、要点
(1)(平成17ー 18 科研費基盤研究 B 光学的全視野計測技術による建設構造物の劣

化・変状メカニズムの解明と診断法の開発)

本研究は、光学的計測技術である 3Dレーザースキャナ、フラットベッドイメージスキ

ャナ、三次元写真図化計測、ホログラフィ干渉計測、電子スベックルパターン干渉計測装

置を用いて、構造部材の劣化・変状の面的全視野計測の適用性について検討した。光学的

計測法を利用した先駆的な研究である。この成果は後の研究の基礎となっている。

(2) (平成19-20 科研費基盤研究B 光学的非接触全視野計担u法による建設構造物の

マルチスケール損傷診断法の開発)

本研究では、新たに3Dデジタル画像相関法装置を導入し、①異方性 FRP複合材、②

き裂を有するエポキシ樹脂試験片、③コンクリートの硬化収縮・温度ひび割れ、④アルカ

リ骨材反応によるコンクリート劣化機構などへの適用性を実験室レベルで検証した。この

成果を基に、建設現場で適用可能な全視野ひずみ許測装置の開発に着手することになった。

また、小口径ドリル孔を利用したスキャナによるコンクリートの微非破壊検査法を開発し

た。さらに、 3D計課uデータを用いた大規模FE解析の有効性を検討した。

ω(平成20 科研費基盤研究C 光学的全視野計測法と粒子法による複合材料のき裂

発生・進展メカニズムの解明)

本研究では、光学的手法(電子スペックルパターン干渉計測)により試験片表面全体に

おける変位・ひずみ・応力を全視野計測するとともに、き裂の発生と発生したき裂による

ひずみの局所化問題に対して有効な粒子法による破壊解析を実施し、脆性材料におけるき
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裂の発生・進展メカニズムを解明することを目的としたものである。

(4)(平成21ー 科研費基盤研究B 光学的手法によるリアルタイム非接触振動計測法の

開発と非破壊検査への応用)

本研究は、構造部材の健全度診断に必要となる空間的に分布した変状を取得する計測法

として、光学的計測法による変位計測技術を重量註塑lに拡張するとともに、レーザードッ
プラ振動計測と併用して、実構造物の復元カ特性を算定するシステムを構築するとともに、

実時間・非接触振動計測による非破壊検査手法を確立することを目標としたものである。

3. r 1.当該建設技術研究開発助成の研究Jと r2.その他の競争的資金の研
究」との違い(研究内容に重複がないことの確認)

r1.当該建設技術研究開発助成の研究」
本研究では、自動車や船舶のような許測環境と比べてはるかに厳しい建設現場で適用

可能な光学的全視野計測装置(デジタル画像相関法)を開発し、それを用いて応力解放

法により、実コンクリート橋の現有応力状態を推定する方法を確立する。また、実橋を

対象とした計測・解析・評価システムを開発するとともに、橋梁構造物の電子データベ

ースを構築する。

r2.その他の競争的資金の研究J(括弧内の数は上記2.の項目と合致)
(1)では、既往の光学的計測技術を用いて形状や変位計測に適用し、有効性を検証するとと

もに、電子スベックルパターン干渉許測装置を導入し許測精度の検証を行った。

(2)では、 3Dデジタル画像相関法装置を導入し、様々な建設材料・部材への適用性につい

て実験室レベルにおいて検討した。

(3)では、炭素繊維強化プラスティックなどの脆性材料のき裂の発生・進展メカニズムを解

明することを目的とし、解析においては粒子法を用い、実験においては光学的手法(電子

スペックル干渉計測装置)を用いて計測する実験室レベルの基礎的な研究である。

(4)では、振動現象の計測に特化したものであり、これまでの光学的計測法を振動現象の計

測に拡張開発するものである。また、レーザードップラ振動計測と併用して、実時間・非

接触振動計測による構造物の復元力特性の推定法の開発を目的としたものである。

r 1 .当該建設技術研究開発助成の研究」は、実コンクリート橋の現有応力を測定する
ことと、計測・解析・評価システムを開発し、電子データベースを構築することが目的で

ある。一方、 r2.その他の競争的資金の研究」は、実験室レベルでの計測装置を用いて種々
の材料や部材の試験での計調uへの適用性を検証したものである。 2の研究成果があって、
はじめて 1への応用開発が可能となるものである。

以上のように、 r1.当該建設技術研究開発助成の研究」と r2.その他の競争的資金の
研究」は研究目的および内容が異なり、研究内容に重複はない。

注)A4用紙1枚以内に記載願います。(ただし、 1枚以内に記載不可能な場合は適宜追加可)
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資料6ー 11

事宴司書E相走事宴 〈巨ヨ三Zフミ寺勾去メ、置受信情聖藍信情宇甫昆力重量〉

法人名長崎大学

設備名・インフラ構造物劣化診断計測装置

(所要額) 22，500千円(うち消費税相当額1，07 1千円)

(設置場所)工学部1号棟(構造工学実験室)

(主な用途)

1 .鋼及びコンクリート構造材料の劣化診断、コンクリート微細構造観察、鋼破断面観察、

鋼及びコンクリート材料の元素分析など

2.構造部材の全視野計測及び動的ひずみの非接触・ 3次元計測、振動計測、高速での破壊

の解明、衝撃試験計測など

(現有状況)有

(新規・更新)更新

(要求要旨)

1 要求要旨

本設備は、インフラ構造物の維持管理分野に関する質の高い教育研究を実現するための設備

を整備するものである。インフラ構造物の変状には経年劣化と構造的変状があるが、それらの

基礎知識や技術力を習得させるためには、それぞれ、その原因分析と破壊現象の把握と解明が

必要である。よって、構造材料の劣化診断から定性的・定量的元素分析まででき、さらに構造

物の変形やひずみを非接触・3次元で高速・高精度計現IJできるシステムを導入することにより、

インフラ構造物の新しい維持管理技術の飛躍的な研究推進を図るものである。

2.設備の概要

本システムは、 3Dリアルサーフエスビュー顕微鏡、ハイスピードコリレーションシステム

により構成される。前者は構造材料の微細構造の観察と元素分析まで可能な劣化診断装置で、

後者は全視野での変形やひずみを非接触・ 3次元で計測し、かつ高速度・過渡的現象を高精度

で捉える己とができる装置である。本システムを用いることにより、鋼およびコンクリート構

造物の劣化診断と破壊挙動を把握・解明することができる。

3.必要性・緊急性

現在、コンクリートの微細構造や鋼の破断面などの観察から元素同定まで行える一連のシス

テムは所有していない。構造物の塩害や錆などの環境劣化は化学的・定量的知見が不可欠であ

り、そのためには必須の装置である。また、構造物の破壊メカニズムを解明するために、光学

的全視野計測装置を用いて静的な計測を実施しているが、構造物診断のためには現装置を振動

現象まで計測可能なシステムに拡張する必要がある。

4 設備導入による効果

本システムを導入することにより、インフラ構造物の劣化・診断が可能となり社会資本スト

ックの延命効果をもたらすことができる。加えて、構造物の劣化分析および計測手法の習得を

通じて、その研究開発の過程を学生に経験させることにより、インフラ構造物の維持管理の研

究開発分野で活躍できる技術者・研究者を養成することができる。
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語句説明

Oインフラ構造物
国民福祉の向上と国民経済の発展に必要な公共施設とは、学校、病院、道路、港湾、工業用地、公

営住宅、橋梁、鉄道路線、パス路線、上水道、下水道、電気、ガス、電話などを指し、社会的経済

基盤と社会的生産基盤とを形成するものの総称である。通常は道路、河川、橋梁、鉄道からガス、

電話など社会生活基盤と社会経済産業基盤とを形成するものの総称としてこの語が使用されるが、

学校や病院などの公益施設も含まれ、都市計画では道路、河川、鉄道、公園、水道、ごみ・し尿処

理施設等を社会基盤施設としている。主には公共事業で整備され、社会資本として経済、生活環境

の基開設備を指す。また、情報化社会の情報網整備や新規分野の法律整備などの意味でも使用され

る。

O微細構造観察
試料の表面形状をナノレベル・ミクロレベルで観察することをいう。

Oj&墨盆萱
あらゆる原料、材料および製品について、主成分(組成分析)-超微量成分(超微量不純物分析:

pptレベル)の分析を行うことをいう。

Q盈血皇室主主
一般に、ひずみは静的ひずみが用いられ、 1Hz以下のサンプリング周期で経時変化などの静的特

性を収集するためのものである。それに対して、動的ひずみは、 1Hz以上のサンプリング周期で

動的特性を収集するためのものである。

♀豆盗孟量遡
3次元計測I立、測定対象物の立体形状を計測することである。直接対象物に触れずに計測する方

法は、近寄ることができない場所や触ることができないものでも測定できるために有効で、非接

触型の計測手法には、レーザーを用いるものと写真を用いるものがある。

皇軍量量墜
材料に衝撃的に力が加わるときの抵抗、すなわち材料のねばり強さ(靭性)、もろさ(脆性)を

判定するために行われる材料試験である。力の加わり方により、引張り、圧縮、曲げ、ねじりの

各衝撃試験がある。

Oコリレーション(デジタル画像相閣法)

デジタル画像相関法とは、負荷を受ける前後でサンプルをデジタル画像として取り込み、その表

面に施されたランダムなパターンを追跡し、テスト時におけるサンプルの変形を推測することで

ある。実際には、無負荷状態で取り込んだ画像の小領域を、変形後の画像の中から正規化された

相関係数の最適値となる領域を探し出すことによって、成し遂げられる。この処理を全ての小領

域で繰り返す事によって、全視野の変形データを得る。

0光学的全視野計測
非接触で対象物の変位分布やひずみ分布が高精度に計測できる手法である。とくに位相シフトデ

ジタルホログラフィは、近年開発された新しい技術であり、従来のひずみゲージなどを用いた一

点計測手法に置き換わるものとして有望とされている

0ひずみゲージ
ひずみゲージとは機械的な寸法の微小な変化(ひずみ)を電気信号として検出するセンサで、材

料や構造物の表面に接着してひずみを測定すれば、強度や安全性を知ることができる。しかしな

がら、多数のデータを取得するには多くの貼付と配線が必要となる。
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事要詩書E相正要宴 〈巨ヨ三zフミ寺匂去メ、置宣告情聖藍e情宇甫昆力重量~)

法人名 00大学

設備名 :0000システム

(所要額)000. 000千円(うち消費税相当額O.000干円)

(設置場所)00総合研究棟 (00共同実習室)

(主な用途)000000材料に関する微量含有成分の同定、新規化合物の構造決定、.6..6..6.材料の
構造解析、混合物、自己組織化構造、低分子一高分子ハイブリッド型機能性錯体構造の

解析、混合物の分離精製等

(現有状況)無

(新規・更新)新規

(要求要旨)

1 .要求要旨

000000の000000001こ闘する質の高い教育研究にを実現するための設備の整備で
ある。

000000000000000000000000000000000000000000 
00000000000000000000000。

2.設備の概要

本システムは、 000000の000000を000000レベルで高精度に行うための設備
である。 000000、000000、000000といった機器により構成され、 0000を
000000できるといった機能が特徴であり、このことにより000000を可能とする。

3.必要性・緊急性

000000000000000000000000000000000000000000 
00000000000000000000000。
000000000000000000000000000000000000000000 
00000000000000000000000。
これらを踏まえ、本システムの早急な整備が必要である。

4.設備導入による効果

本システムを導入することにより、より高精度な000000が可能となる。これにより、高
分子による000000材料の研究開発が実現し、 000000材料の高効率化・長寿命化及び
低コスト化が図られ、環境対応型の機能性有機材料の開発が実現される。

加えて、試作した材料を分析試料とする分離精製手法の習得を通じて、その研究開発の過程を

学生に経験させることにより、 000000材料をはじめとする新規材料の研究開発分野で活躍
できる技術者・研究者を養成することができる。
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〔特別0-0) 資料6-12

平成23年度 特別経費(プロジェクト分【新規事業】)所要額調
(地域貢献機能の充実)

法人番号 76法人名: 長崎大学

重点事項の順位 1 

事 業 名 社会見守り技術を核とする安心・安全な地域の実現

持続可能な共生社会、安全知、 ESD、PBL教育、離島・へき地、高齢
化社会、生活の質 (QOL)、遠隔ケアシステム、インフラ構造物、予防
保全、維持・管理、地域活性化

【概要】地域の安心で安全な社会の実現に太きく関わる福祉環境(ヒ

ト)と社会インフラ(モノ)を、長期にわたり見守り、その質を良好に

維持管理する技術を開発する。加えて、当該技術の地域への展開を通じ

て安全知に長けた高度技術者育成を行う。

事業実施主体 長崎大学工学部(安全工学教育センター、テクノエイド教育研究センター、

インフラ長寿命化センタ一、創造工学センター)

事業計画期間 平成23年度~平成25年度 (3年)

概算要求額 平成23年度概算要求額 71. 200 千円

(事業実施経費総額 233. 600 千円)

1 .事業の必要性

【目的・目標】

複雑化・高度細分化された社会で安心・安全な環境を実現するためには、社会全体をシステム的

にとらえ安心・安全を確保することが重要である。長崎県では、人的物理的資源の少ない離島やへ

き地等において高齢化と人口減少が急速に進んでいる。また広範囲に多数のインフラ構造物が分布

し、それらの老朽化・劣化が進んでいる。これらは、長崎においてさまざまなレベルでの危機的な

状況を生み出そうとしている。そのようなヒト(福祉環境)とモノ(社会インフラ)全体をシステ

ム的にとらえて見守り、その賀を維持管理する技術を開発し、地域の行政機関と連携して、地域へ

の展開を図る。さらに、これらの活動を安全知教育の一環としてとらえるPBL教育を、安全教育プ
ログラムとして開発し、そのプログラムの実施による安全知に長けた高度技術者育成を行う。

【必要性・緊急性】

我が国の最西部にあり離島・へき地が多く存在する長崎県においては、福祉環境から社会インフ
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ラまで多くの分野において深刻な状況にある。離島やへき地においては急速な高齢化の進展にも

かかわらず人的・物的資源が十分でなく、 QOL(生活の質)の低下が顕著となっている。また、

長崎県内の広域に点在する各種インフラ構造物は、老朽化に加え塩害等の過酷な自然環境の影響

や人的資源および経済的要因から維持点検の限界等の課題を抱えている。

これらの、地域の安心・安全を脅かす課題に対して、今こそあらゆる工学分野の英知を結集して、

早急にその対応に向けた取り組みを強力に推進し、地域における安心・安全で持続可能な共生社

会の実現をすべきである。求められているのは、技術だけに留まらず、地域と連携しての展開さ

らに人材育成と広範にわたり、総合的、システム的な取り組みが不可欠である。

これらの取り組みは、第3期科学技術基本計画においても戦略重点科学技術として、 「近年急速に

強まっている祉会・国民のニーズ(安全・安心面への不安等)に対し、基本計画期間中において集

中投資することにより、科学技術からの解決策を明確に示していく必要があるもの』に位置づけら

れる。持続可能社会を実現するためには、これまでのハコモノによる支援に偏るのでなく、ヒトと

モノを一体とした人間本位の対策すなわち見守りの技術が不可欠である。

【独創性・新規性等】

地域の安心・安全を支える福祉環境(ヒト)の見守り技術と、社会インフラ(モノ)の維持管理

技術は、これまで異なる技術として取り組まれてきたが、社会の安心・安全をミクロレベルからマ

クロレベルに視点を変えると共通したものとして捉えることができ、共通した技術要素 (ICT、予防

診断技術等)を多〈有している。本取り組みでは、福祉環境から祉会インフラまでを総合的にとら

えて、見守り、その質を維持管理する技術の開発と展開に、長崎大学工学部に設置されている4セ

ンターが、外部機関の協力を得て、共同して取り組む。かかる地域の課題に対して工学の総力を結

集しての取り組みは、まさに地域が抱える深刻な事態のー解決手段として新規性を有している。

また、本申請は、安全を体系的に教育する安全知を基礎として、ヒトとモノの総合的な視点から専

門性に応じたコースプログラムの確立を目指しており、教育プログラムとしても高い独創性と新規

性がある。

【第2期中期目標及び中期計画(素案)との関連性】

本事業の目的は、長崎大学の基本的目標である

・地域社会とともに歩みつつ、世界にとって不可欠な『知の情報発信拠点」であり続ける

-卓越した教育及ぴ研究成果を社会に還元することにより、地域の教育、医療、行政、産業、

経済等の活性化、高度化、国際化に寄与し、地方分権の原動力となる。

ことに合致する。

また、教育面では、教育内容及び教育の成果等に関する目標の

-高度な実践的能力を有する人材を輩出する。

研究面では、研究水準及び研究の成果等に関する目標の

-社会のニーズの把握に努め、ニーズに即した研究成果を社会に還元する。

地域貢献では、社会との連携や社会貢献に関する目標の

-他大学、企業及び自治体との強力な連携体制を構築して人材育成及び各種共同事業を展開し、

地域社会へ貢献する。

に合致する。

【特別経費の事業として実施する理由】

本事業は、地域の安心・安全な社会を脅かす重要な課題を解決するための取り組みであり、園あ

るいは大学が責任を果たすべきものである。したがって、民聞の資金によるものでなく、園の特別

経費で実施することが妥当であると考えられる。

【他経費による関連事業との相違点】

本事業は、 4センターが個別に行った事業の成果を総合化・統合化し、昨今の社会状況の中で緊
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急性が高い課題に4センターが一体となって取り組む独創的な事業である。なお、 4センターでは

以下の事業を行っている。

-創造工学センター:特色GPrものづくりを支える工学力教育の拠点形成J (平成15-18年度)
・安全工学教育センタ一回現代GPr健全な社会を支える技術者の育成J (平成18-20年度)
・テクノエイド教育研究センター:総務省戦略的情報開発事業 (SCOPE) r離島へき地の在宅介
護力向上のための遠隔ケアシステムの開発J (平成20-21年度)

-インフラ長寿命化センター 文部科学省科学技術振興調整費・地域再生人材創出拠点の形成

「観光ナガサキを支える“道守"養成ユニットJ (平成20-24年度)

2.事業の取組内容

〔全体計画〕

長埼大学工学部に設置されている4センターが連携して、以下のように福祉環境と社会インフラ

の見守り技術の開発と地域への展開、さらに安全管理技術の教育を行う。

リスク管理の観点からの見守りシステムの在り方の研究

地域の離島やへき地さらに斜面地等を対象として、さまざまなレベルの安心安全について調

査し見守りシステムの在り方について研究し、その成果を安心・安全工学教育プログラムとし

て教育に反映する。

ICTを活用する福祉環境と社会インフラを一元的に見守るシステムの開発
離島やへき地での利用を前提として、福祉環境データや社会インフラデータがGISデータペ

ースに自動計測・自動記録される見守りシステムを構築する。ただし、特徴的な取り組みとし

て、使用する機器自体のE常・異常を自動診断機能を持たせることを行い、離島でしばしば問
題となる機器のトラブル発生を低減する。

福祉環境見守り機器の開発

高齢者や障害者の生活の中で、行動や異常の発生を見守る機器の開発を行う。当該機器と

して画像見守り装置、人感センサ、各種の生体信号計測装置さらに生活支援用具(環境制御装置や

意思伝達装置)を対象として、遠隔管理可能な機能を持たせる。

社会インフラを見守るセンサ・機器の開発

これまで開発した道路斜面防災監視の遠隔モニタリング機器を発展させて、 3D画像診断

や自動気象計測機器等を組み込み、社会インフラの計測・遠隔モニタリング機器を開発する。

開発した見守り技術の地域への展開と安全教育の実施

開発した技術を行政等と連携して地域への展開を行うと同時に、その展開を教育の場として

地域社会でのESO.PBL教育を実施する。さらに、安全知の基礎となるリスクマネジメント教育
プログラムの開発、大学・大学院での安全教育を実施する。

[平成23年度に実施する事業内容]

1 地域の離島やへき地さらに斜面地等を対象として、さまざまなレベルの安心安全について調査

し見守りシステムの在り方について研究する。その成果をESD.PBL教育として実施し、安全を実
践できる人材の育成を図るとともに、そのための教材を開発する。

2. 高齢者の見守りのための、画像による見守り装置、赤外線による人感センサ、各種の生体信号計測

装置さらに生活支援用具(環境制御装置や意思伝達装置)を、遠隔管理可能な機能を持たせ開発する。

五島において開発した機器を用いて実験的な運用を行い機能の評価検討を行う。

3 遠隔地の橋梁・トンネル等の損傷・劣化診断のための自動計測機器を開発する。また、道路、

橋梁、トンネル等の損傷診断を総合的に実施できる損傷診断車を導入する。これらにより長崎県

内の離半島地に点在する橋梁とトンネルの長期計測を行い、 ICTを活用して情報を収集する。

3.事業の実現に向けた実施体制等
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【実施体制】

本事業は、工学部において特定分野に特化した教育プログラムを推進するために設立された4セ

ンター“創造工学センター" “安全工学教育センター" “テクノヱイド教育研究センター" “イン

フラ長寿命化センター"の業務を総合化・統合化することにより実施するものである。本事業の構

成員は、構造・土木・機械・電気・電子・情報・材料・化学および環境等の様々な分野の研究者で

構成する。当該センターの教職員の業務遂行能力は高〈、各センター教員が協働することにより本

事業を推進する準備は十分整っている。

【工夫改善の状況】

当該センターに所属する教職員は工学部の専任あるいは兼任の教職員であり、これに加えて、工学部

外さらに大学外の人材の協力を得て運営を行っている。これらのセンターは、前述のように競争的外

部資金を獲得し事業を実施している。

本事業の推進に当たっては、学内負担(1，750万円程度)を予定している。これは、事業予算の約
20%に当たる。残りの80%(7， 120万円程度)を運営交付金として要求するものである。また、事業

実施に当たっては、当該センターの機能を強化して取り組む予定である。

4.事業達成による波及効果等(学問的効果，社会的効果，改善効果等)

(1)学問的効果

-安心・安全をシステム的に評価できる人材が育成され、社会活動を先導する高度専門職業人を

出すことカ置きる。

'ICTを効果的に活用し社会を全体として見守る技術が構築される。
・工学基盤となる安全分野が強化され、各専門分野の教育の意義が明確化される。
包)社会的効果

・介護環境の改善、社会インフラの重大事故の危険性も低下し、安心・安全な社会の実現に対する効

果が期待できる。また、自治体の財政負担の軽減による地域経済の活性化が期待できる。

・本事業で開発する見守りシステムは他の地域にも適用でき、圏内はもとよりアジア各国への展

開が可能である。

-社会インフラに関する取り組みは、本質的に省資源化を目指すものであり、インフラ構造物の

リサイクルによる廃棄物の減量が可能であり、地球環境の改善効果が期待できる。

笠L盈董塾墨
・長崎大学工学部の4センターを中心!こ事業を実施することにより、既存の学科、学部の枠を超

えた教育・研究体制が構築でき、学内における教育・研究の活性化が期待できる。

5.事業計画期間終了後の取組みの予定

事業計画の終了後は、学肉の各センターと連携して体系的な安全知のESD'PBL教育を全学へ広11、
工学以外も含めた複合的な教育へ展開し、さらに教育内容の充実のため大学院への拡充を図る。ま

た、構築した見守り技術をペースに引き続き研究活動と地域連携を推進し、周辺地域はもとより、

全国における行政・自治体レベルでの持続可能で安心・安全な社会の実現に向けた対策と実施に一

層貢献することが期待できる。

さらに、連携大学と共同で、東アジア地域における安全工学の普及と世界への見守り技術の展開

を図る。




